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8 t平成15年社会福祉施設調査」によると， t福祉工場」は全国で114ヵ所あり そこでは3154人が就労しており， t入所授産施設」は

























































































































































数+失業している障害者の数)-; (常用労働者 除外率相当労働者+失業者)から設定されており， 5年ごとに見寵される(障害
者雇用促進法第43条2項).































































































































































32 高藤昭『外国人と社会保障法J396 -7頁 (2001)
お竹中勲「高齢者と人権保障・憲法学J法律時報77巻 5号22頁 (2005)，竹中勲「社会保障と基本的人権j日本社会保障法学会編『講
座社会保障法第 l巻j所収43頁 (2001)
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理念Jは，安易に否定されるべきものではない.しかし，
「社会連帯Jを強調することの危険性も指摘しておかな
ければならない.というのは，第 lに社会全体の利益の
中に個人を埋没させ，安易に個人への犠牲を強いかねな
いこと，第2に，どこまでの連帯が規範的に求められる
のか限界づけが明らかでないこと，第3に負担を正当化
するための論理として用いられることが少なくないこと
などがあるからである3-1
そもそも「福祉国家の意義は，愛や慈善や思いやりと
いったものに訴えずに，権利内容が実現されるところに
ある.…憲法は見知らぬ他人同士に対して直接的なつな
がりをもつように強制していないし，すべきでもなく，
また，そうしたつながりの強制を可能にする根拠も提供
してはいないJ35と思われる.竹中勲も憲法が「社会連帯」
の考え方を内包していると言っても「諸個人間の直接的
相互的扶助を公権力が法的に強制しうるということを意
味するものではないJ3Gという.国家は人称的なつながり
を強制することはできないとする立場からすれば，慈善
的なイメージで，すべての事業主に障害者の雇用を法的
に義務付ける障害者雇用促進法は再検討の余地があるよ
うに思われる.
だが， I経済的劣位に立つ者に対する適切な保護政策」
に関しては，最高裁は「社会経済の分野において，法的
規制措置を講ずる必要があるかどうか，その必要がある
としても，どのような対象について，どのような手段・
態様の規制措置が適切妥当であるかは，主として立法政
策の問題として，立法府の裁量的判断にまつほかない…
裁判所は，当該規制立法が著しく不合理であることの明
白な場合に限って違憲としてその効力を否定することが
できるJ3iと述べており，司法府は国会の判断に対しては
謙抑的な態度をとることを明らかにしている.確かに，
社会経済の分野で，どのような規制措置が適切か否かを
立法制定段階で判断するのは難しい.しかし，事後的に
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規制措置に対する評価を試みることはそれほど困難でな
いように思われる.
5. I障害者雇用促進法jの政策的な評価
これまで，障害者雇用促進法は，一定の成果をあげて
きたと評価できる.障害者を採用する意思があっても，
どうしても一歩踏み出せない事業主に対して，強制的で
あれ障害者を雇用させることで，成功を収めてきた.し
かし，近年の障害者雇用動向を見ると，障害者雇用は横
ばいで伸び悩んでおり 次のような問題点も指摘される.
第 lに，障害者雇用納付金制度のもとで障害者雇用が
増加すれば，納付金の徴収する額は減少し，納付金以上
に給付する調整金などが必要となり 制度の会計収支が
悪化するという性格をもった制度であることも一因では
ないだろうか.これ以上雇用率達成企業が増えれば，こ
の制度は確実に破綻する.多くの雇用率未達成企業の存
在を前提とする制度であるため，行政当局に障害者の雇
用を促進するどころか，今後は，障害者雇用を抑制する
インセンテイブが働く可能性も否定できないのである.
第2に，納付金制度は実際上の効果という面から，効
果が薄いといわれる.納付金の納付によって障害者を雇
用することが免除されると一般に思われているため，法
定雇用率を満たしていない企業が多い.301人以上の企
業では障害者を 5人以上雇用しなければならないが，月
額25万円を納付すれば障害者を l人も雇用しなくてもよ
いと判断し，納付金を納付することですませようと考え
る企業もあると考えられるからである.
第3に，障害者を雇用することで特定求職者雇用開発
助成金おが支給されるという制度が「アカス紙器事件j39
などの障害者雇用にまつわる事件を引き起こしたとの反
省を生かしているとはいえない.
第4に，法定雇用率制度のもとでは，労働能力の有無
よりも障害の有無に着目して雇用されることになる.そ
出菊池馨実「社会保障の規範的基礎付けと憲法j 季刊社会保障研究41巻4号14頁 (2006)
35遠藤美奈川健康で文化的な最低限度生活Jの複眼的理解J斎藤純一編著『福祉国家・社会的連帯の理由J所収 178頁 (2004)
36前掲注32 竹中「社会保障と基本的人権J43頁
3i小売市場事件(最大判昭和47年11月22日，刑集26巻9号586頁，判時687号23頁)
38障害者の雇入れにかかる賃金の一部として事業主に支給される助成金.
39茨城県水戸市の段ボール加工会社「アカス紙器」は積極的に知的障害者を従業員として雇用し，従業員は全員会社の寮に住まわせ
ていた.しかし， 1995年10月，アカス紙器が障害者雇用により固から交付される特定求職者雇用開発助成金を受け取っていながら，
実際には知的障害者の従業員に対してほとんど賃金を支払っていないことが発覚し，翌年社長は詐欺容疑で逮捕された.詐欺容疑
で社長の近辺を捜査する過程で， Aが長年にわたり 従業員の知的障害者に対して虐待を行っていたことが判明した(水戸地裁平
成16年3月31日判決，判タ1213号220頁).
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のため，障害者が労働能力をもっ者として対等に尊重さ
れず，障害者にステイグマを植え付けることになる.
第5に，労働能力にもとづく選抜を度外視して身体・
知的・精神の障害を持つ者のみを優遇しているとの批判
もある.労働の意欲や労働能力を有しながらも，これら
三障害以外の理由で，不合理な差別を受けている人々も
いる.例えば，発達障害や高次脳機能障害を持つ者，ま
た労働能力の欠損がないのにもかかわらず偏見による不
合理な差別を受けているものもいるのである.これらの
者からは不合理な差別を行う制度として批判されよう.
第6に，中途障害によって退職を余儀なくされた者，
職場環境の改善を拒否され退職を余儀なくされた者など
に対しては，何ら救済手段を提供してはいないなど，さ
まざまの問題点が指摘されている.
何よりも問題なのは，同法そのものが，障害者に対す
る偏見に基づいていることである.同法は，障害者に対
する偏見や誤解のために障害者が雇用の場に就けなかっ
たとして， iその有する能力を正当に評価J40することを
事業主に求めているにもかかわらず，同法において，障
害者は「労働能力が不十分なもの」あるいは「お荷物J
として捉えられている.障害者の雇用は障害のない人の
雇用に比べると経済的負担を伴うので，事業主間で不公
平が起こらないように，納付金・調整金制度で調整する.
すべての障害者を「能力の低い者Ji経済的負担Jiお荷
物」と捉えるのは，能力有る障害者の個人の尊厳を否定
するものであろう.
6.障害者の雇用促進のあるべき姿
人はそれぞれ能力や体格・性格など様々の面で相違を
もっており，けっして本来的に「同じjであるわけでは
ない.個人の尊重という原理からは，個々人の違いは尊
重されなければならない.そのような違いに応じた別異
の処遇は差別とはいわないはずである.差別として問題
となるのは個人の尊重原理に反する別異の処遇である1
たとえば，男女雇用機会均等法において差別として問
題となるのは，公正な使用者であれば，当然に雇用する
であろう「能力や資質」を備えた者が，女性であるがた
めに不採用になった場合である.このような結果は，男
，10 障害者雇用促進法第5条
ら1 奥平康弘著『憲法E 憲法が保障する権利.1124頁(1993)
性と比較して女性は不合理な差別を受けているとして，
違法な差別とされている.
障害者に対する別異の処遇を問題とするとき，それは，
健常者との比較においてである.健常者と「同じ能力や
資質Jを備えているのに，障害者が不利な扱いを受けて
いる場合，不合理な差別となる.では，障害者は労働市
場において不合理な差別を受けているのであろうか.多
くの事業主は「正常な心身の機能Jをもっ者が標準的な
労働者であり，障害者はそれを欠くために「劣った労働
者」であるとの先入観を抱いており，劣っている者の採
用を拒否しても，安い賃金で雇用しでも，そこには合理
的な理由があると信じているのである.そのために，多
くの事業主は，障害者を差別しているという意識を持っ
ていないことが多い.近代の工場労働の時代には，長時
間に及ぶ過酷な工場労働に耐えうる健康で屈強な男性労
働者を標準モデルとして，身体障害者は労働能力の不十
分な者であって，労働には適しないと考えることも正当
化される余地があったかもしれない.しかしながら，現
代の脱工業化社会においては，屈強な肉体を有する男性
を労働者モデルとする必要はないはずである.例えば，
情報処理の分野などでは 重いものを持つことができる
など，肉体的能力が必要とはされるわけで、はない.この
場合， i情報処理能力があるJ，i新しいプログラムを組め
る」などの能力があるかどうかが問題となるはずである.
障害の有無は労働能力評価の要素として重要な意味をも
たず，障害者を健常者と区別して取扱うことに合理性を
認められない.この場合，障害をもつか否かは不必要な
区分けであり，情報処理能力があるか否か，新しいプロ
グラムを組めるか否かが必要な区分けであるべ
また，歩くことが困難な人の場合，車椅子の利用に
よって移動が可能となる.計算が苦手な人も電卓等を活
用すればよい.腕力がなくても物を持ち上がる機能は
フォークリフトなどの機械を利用すればよい.環境側を
改良することで，障害者の活動能力・労働能力は拡大す
る.障害者の障害程度の問題と労働能力の問題とは必ず
しも相関関係に立つものではないのである.
障害といっても多種多様であり，健常者と比べ，障害
者はその能力のばらつきが大きいことに特徴がある43
42 株式会社アメディアでは，視覚障害者がプログラム開発を行っており，印刷物やメールを音声で読みあげるソフトなどを開発して
いる http://www.amedia.co.jp/
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すべての障害者を「劣った者」として処遇する「障害者
雇用促進法jには疑問を感じざるをえない1，1 能力ある障
害者が公正に処遇されることが，第一に求められなけれ
ばならないのではないだろうか.
むすびにかえて
「民間事業主は労働能力を欠く者も雇用する責任があ
る」と主張する者はいないと思われる.民間事業主に対
して，障害者の能力や資質を全く度外視して雇用するこ
とまでは強制すべきでないであろう.障害者も，障害を
持たない者と同様に，採用や昇進において，個々人の意
欲や能力に応じて等しい機会や待遇が与えられるべきこ
とが原則となるべきであろう. I本質的な業務jを行う能
力による選抜・競争が保障されることが肝心なのである.
必要最低限を超える実質的平等のための特別措置をはか
ることは，形式的平等の実現を妨げる要因になりうる.
アメリカの「障害を持つアメリカ人法 (ADA)Jゃ
近時，ヨーロッパ諸国で、導入されつつある障害者差別禁
止法は，障害を理由とした差別を禁止することによって，
障害者の雇用問題を解決しようとする.そこでは，障害
に無配慮な職場環境や採用試験 および事業主の偏見が
「差別jとして定義されており それらの差別を撤廃す
ることによって「本質的な業務」を行う能力を正しく評
価することが，事業主に対して義務づけられている.事
業主は，障害者が能力を発揮できる環境条件を整備した
うえで，能力を有することが示された障害者を雇用しな
ければならないとされている.
しかし，営利を目的とする民間企業がコスト削減を図
るのは当然のことであり 負担はできるかぎり負うこと
を拒否したい.雇入れ又は雇用の継続のために必要とな
る施設又は設備の設置又は整備に要する費用，福祉の増
進を図るための施設の設置又は整備に要する費用，職場
に適応することを容易にするための措置，介助その他そ
の雇用の安定を図るために必要な業務のため費用は，企
業には重くのしかかる負担であり， I便宜を必要としな
い健常者Jと「便宜を要請する障害者」が応募してきた
場合に健常者を採用するというは当然のことであろう.
国が，合理的便宜の費用負担を負うというのであれば，
43 前掲注23r障害者雇用ガイドブック(平成19年度版)j39頁
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不当な負担を理由とする主張が成り立たなくなることが
多いはずであるべこれらの便宜に関する助成金を支給
することは，雇用における「機会均等Jを促進するため
に必要であろう.
44 I現在で、は障害者を一つの同質のグループとみなすことはできなくなって・・・『画一的』政策アプローチを採用する余地がなくなっ
ている」と指摘されている(前掲注25 鈴木281頁)
45小石原尉郎『障害者差別禁止の法理論.1123頁 (1994)
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